
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２１０２

基盤研究(A)

2014～2011

家族のための総合政策ー虐待・暴力防止法制における国際比較を中心に

Total Policy for Family - International Comparison of Legal System for prevention 
of abuse, violence by family -

７０２００３４２研究者番号：

本澤　巳代子（MOTOZAWA, Miyoko）

筑波大学・人文社会系・教授

研究期間：

２３２４３０１１

平成 年 月 日現在２７   ６   ４

円    33,900,000

研究成果の概要（和文）：家族内の児童虐待、配偶者間暴力、高齢者虐待、障がい者虐待の防止に関する法制度につい
て、国際基準とともに、イギリス・アイルランド・フランス・ドイツ・オランダ・スウェーデン・フィンランド・アメ
リカ・韓国・中国の法制度を比較するとともに医学等との学際的研究を行った。その結果、対象者別に特別法を定めて
いる日本法が特異な存在であること、精神的ケアを含む早期支援・家族支援のための横断的・総合的な施策が必要であ
ること、また行政と裁判所との速やかな連携システムが必要であることなどが明らかとなった。研究成果は、2015年度
中に書籍の形で刊行する。

研究成果の概要（英文）：We have performed an interdisciplinary study in collaboration with medical 
sciences where we compared the existing legal systems for the prevention of domestic violence(e.g. child 
abuse, spouse abuse, elder abuse, and abuse of family members with disabilities) in United Kingdom, 
Ireland, France, Germany, Netherlands, Sweden, Finland, United States, Korea and China, including 
international standards.
We have found the following: 1. The Japanese legal system is unique in a sense that is provides special 
laws for each type of abuse victim. 2. There is a need for cross-cutting and comprehensive measures to 
pre-empt abuse and support families, including mental health care. 3. It is necessary to have a 
cooperation system between government administration and courthouses to solve these problems quickly.

研究分野： 社会法
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１．研究開始当初の背景 

（1）研究代表者は、家族法と社会保障法の

接点的テーマとして「少子高齢社会と家族の

ための総合政策」について日独比較を行うと

ともに、ドイツ側連携研究者との共同企画に

より 2006 年 3 月、2008 年 11 月、2010 年 9

月に日独国際会議を筑波大学およびベルリ

ン日独センターにて開催するとともに、基盤

研究（C）「家族のための総合政策－企業と市

民社会ネットワーク構築を目指して－」（平

成 20 年度～22 年度）を進めていた。 

（2）他方、本研究の研究分担者（平成 26 年

度のみ連携研究者）である古橋エツ子を代表

とした基盤研究（B）「虐待防止法の総合的研

究－国際比較と学際領域のアプローチを軸

に－」（平成 21 年度～23 年度）を、研究代

表者・本澤を含む日本社会保障法学会のメン

バーが中心となって進めていた。その成果と

して、2010 年 5 月 15 日の第 57 回日本社会

保障法学会シンポジウム「近親者からの虐

待・暴力に対する法制度の課題」、同年 11 月

27 日の第 113 回日本法政学会シンポジウム

「虐待防止法に対する総合的研究」と題する

報告をそれぞれ行った。 

（3）これら「家族のための総合政策」「虐待

防止法の総合的研究」の進展に伴って、現代

家族に対する総合的な支援に関する国際比

較研究の必要性を一層強く意識することと

なり、発展的に本研究へとつながった。 

 

２．研究の目的 

本研究は、家族のための総合政策の観点から

家族内の「虐待・暴力」に関する問題状況の

把握と「虐待・暴力」を防止する法政策のあ

り方を、非核法を中心に総合的に検討するも

のである。本研究の目的は、児童虐待、高齢

者虐待、障がい者虐待、配偶者間暴力の問題

を現代家族の変容から生じる虐待であり暴

力であると総合的に解釈し分析すること、諸

外国の法制度を参考に虐待・暴力に対する予

防と対応の在り方を分析したうえで、わが国

における施策展開のために必要な基盤整備

のあり方につき検討し、具体的な施策の提言

を行うことである。 

 

３．研究の方法 

研究体制として、研究代表者 1 名、研究分担

者 8 名、連携研究者 8 名、大学院生等の研究

協力者 5 名、合計 22 名の研究グループを組

織した（途中異動があったため、最終年度の

構成）。これらの研究メンバーは、全体を統

括する研究代表者のもと、①比較法研究会

（東日本部会）8 名、②比較法研究会（西日

本部会）6 名、③家族のための総合政策研究

会 8 名に分かれて研究を進めるとともに、④

全体会を整備する。①②は研究分担者（最終

年度は退職により連携研究者）の古橋が 2 年

前より立ち上げ、3 カ月に 1 回研究会をもち

少人数で議論を深めてきた。③の研究会は研

究代表者の本澤が立ち上げ、日独比較を中心

に家族支援体制の検討を深めてきた。それら

が④の全体会で集い、6 カ月毎に進捗状況報

告と方向性の確認を行う。このような地域と

分野に応じ研究会を設置することによって、

綿密な議論を行うことができるとともに、全

体会を設けることで進行管理を行うことが

できる。また、各研究会で配布された資料や

議論内容はメーリングリストで周知するこ

ととした。 

これら①②は専ら文献研究および比較対象

国への現地調査、③は文献研究および研究情

報の交換と研究者交流を中心に行うととも

に、比較対象国の研究協力者を日本に招へい

したり、彼らとともに国際シンポジウムや公

開セミナーを企画・運営したりすること、さ

らには研究成果を論文や書籍にまとめて、広

く社会に研究成果を還元することとした。 

 

４．研究成果 

平成 23 年度は、児童・女性・高齢者・障が

い者に対する虐待・暴力に関する文献研究の

ほか、フランス・オランダ・韓国・中国にて

現地調査を行った。また、研究代表者を中心

に、平成 24 年 9 月開催予定の日独国際シン

ポジウムでの報告等の準備を行った。 

平成 24 年度は、9 月にベルリン日独センター



で開催された日独国際シンポジウムでの報

告（5 名）を行った。特に本研究との関係で

は、研究代表者が、日本の虐待・暴力防止法

制は、他国と比較した場合、対象者別に虐

待・暴力防止の特別法が存在する点が特徴的

であること、諸外国を参考に、横断的・総合

的なネットワークの構築が必要であること

を指摘した。この機会を利用して、アイルラ

ンド・ドイツなどの現地調査を行った。また、

研究代表者の所属する筑波大学から、本研究

活動「家族のための総合政策」がリサーチユ

ニット（複合型）として公認された。 

平成 25 年度は、5 月に日本社会保障法学会シ

ンポジウム「社会保障法とジェンダー」にお

いて、研究分担者 4 名が報告を行った。家族

のための総合政策に関する比較法的・学際的

研究成果の中間まとめとして、本澤巳代子/

ウタ・マイヤー＝グレーヴェ編「家族のため

の総合政策－家族と職業の両立－」を 10 月

に信山社から出版した。また、10 月には研究

協力者であるドイツ・ギーセン大学のウタ・

マイヤー＝グレーヴェ教授およびスウェー

デン・エルブロ大学のシャスティン・ノルド

レフ教授を日本に招聘し、公開研究会・公開

セミナーを開催した。特に、早期介入による

児童虐待の防止および生涯コストの削減に

関するマイヤー＝グレーヴェ教授の指摘は

時差に富むものであった。さらに、前記③の

共同研究成果として、筑波大学のプレ戦略拠

点に採択され、11 月に「つくばグローバルエ

イジングセンター」準備室を立ち上げるとと

もに、平成 26年 1月に国際会議を開催した。 

平成 26 年度（最終年度）は、諸外国の最新

情報を得るため、追加調査を行った（イギリ

ス、フランス、スウェーデン、韓国、中国）。

9 月には、筑波大学グローバルサイエンスウ

イークの公式行事の一環として、プレ戦略研

究拠点「つくばグローバルエイジングセンタ

ー」の第 2 回国際会議を開催した。また、平

成 27 年 1 月には、ドイツ・デュッセルドル

フ大学 40 周年記念シンポジウムに招待され

た研究代表者が、日本の家族政策に関する基

調講演を行うとともに、ボン大学において高

齢者介護と虐待について講演を行った。2 月

には、韓国の DV および児童虐待に関する公

開セミナーを開催した。さらに、これまでの

研究成果を書籍にまとめるための準備作業

を開始するとともに（信山社から平成 27 年

末刊行予定）、第 5 回日独国際会議「少子高

齢社会と家族のための総合政策」を平成 27

年 10 月末に開催するための準備を開始した

ことも、本研究の成果の一つと言うことがで

きる。 
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